
①ストック表     （末残、億円）

06/10月 11 12 07/1 2 3

長 期 国 債 (1) 539,911 541,127 515,135 517,807 519,198 492,392

買　入 (2) 539,911 541,127 515,135 517,807 519,198 492,392

その他 (3) 0 0 0 0 0 0

対政府 長期国債売現先(-) (4) -211,617 -224,305 -137,512 -191,566 -201,459 -121,929

短 期 国 債 (5) 275,174 266,359 290,829 257,971 251,044 272,065

引　受 (6) 205,891 200,063 195,030 190,289 188,014 187,510

買　入 (7) 106,785 110,240 112,080 103,895 96,076 96,403

売　却(-) (8) 0 0 0 0 0 0

対政府ネット売却(-) (9) -36,878 -43,313 -15,476 -35,476 -32,289 -11,614

対外国中銀等 短期国債売現先(-) (10) -9,947 -11,334 -12,677 -12,352 -12,870 -6,484

国債買現先 (11) 25,945 52,073 50,204 78,090 87,885 41,985

国債売現先(-) (12) 0 -6,011 0 0 0 0

共通担保資金供給(13) 224,417 242,215 217,137 210,052 234,084 204,058

ＣＰ買現先 (14) 5,915 2,965 3,010 2,895 3,080 3,080

手形売出(-) (15) 0 -3,960 0 0 0 0

貸 出 等 1,202 1,202 1,202 1,202 2,192 29,021

33条貸出 (16) 0 0 0 0 990 27,819

預金保険機構貸付金等 (17) 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202

預金保険機構貸付金 (18) 0 0 0 0 0 0

国債補完供給(-) (19) 0 0 0 0 0 0

金銭の信託（信託財産株式）(20) * 17,752 17,428 16,321 16,321 15,889 15,431

政府預金(-) (21) -38,392 -39,334 -41,390 -50,267 -42,769 -55,311

そ の 他 (22) * 45,206 46,321 45,518 45,105 46,010 46,267

マネタリーベース 875,566 884,746 947,777 875,258 902,284 920,575

日本銀行券発行高 744,470 745,566 798,367 752,441 756,628 758,941

貨幣流通高 44,719 44,928 45,285 45,183 44,964 44,875

日銀当座預金 86,377 94,252 104,125 77,634 100,692 116,759

(参考）日本郵政公社を除く日銀当座預金 59,194 65,949 61,564 54,672 76,855 94,465

準備預金等 (23) 82,136 90,454 98,905 72,227 93,956 110,256

マネタリーベース 875,566 884,746 947,777 875,258 902,284 920,575

本件に関する照会先：日本銀行企画局　上口（03-3277-2802）、福田（03-3277-2804）　

マネタリーベースと日本銀行の取引（2007年3月）

2007年4月6日
日本銀行企画局

本件の対外公表時刻は
4月6日 8時50分



（ストック表　注）

(1)日本銀行の貸借対照表に資産として計上された長期国債（短期国債を除く国債）残高。ただし、2001/4月は、貸借対照表に
   資産として計上された長期国債残高に、同年3月までに実行された対政府売現先残高を加えることにより算出。上記の長期
   国債期末時点残高については、2003年度までは移動平均法による低価法、2004年度以降は移動平均法による償却原価法を
   用いて評価替えを行っている。2001/4月に現先取引の会計処理の変更があったため、それ以前の計数とは不連続となる。

(2)金融機関等からの長期国債の買入残高および長期国債による借換引受残高。長期国債残高（脚注(1)）から出資国債等の
   残高を控除したもの。なお、この計数は、国債買入オペの累計額から、現金償還分、割引短期国債による借換引受分、
   国債整理基金への売却分等を控除した金額に概ね相当する。

(3)出資国債等の残高。額面金額ベース。

(4)政府に対する長期国債の売現先残高。売却価額ベース。

(5)日本銀行の貸借対照表に資産として計上された短期国債残高。ただし、2001/4、5月は、貸借対照表に資産として計上された
   短期国債残高から同年3月までに実行された短期国債買現先残高を控除することにより算出。
   内訳項目の足し上げとは、計上ベースの違い等により、一致しない。短期国債の期末時点残高については、2003年度までは
   移動平均法による原価法、2004年度以降は移動平均法による償却原価法を用いて評価替えを行っている。
   2001/4月に現先取引の会計処理の変更があったため、それ以前の計数とは不連続となる。

(6)政府短期証券の引受残高および割引短期国債による長期国債・割引短期国債の借換引受残高。額面金額ベース。
　 引受・借換引受の累計額から償還分を控除したもの。

(7)金融機関等からの短期国債の買入残高。同オペの累計額から、買入れた短期国債の償還分（繰上償還を含む）等を控除した
   もの。買入代金ベース。

(8)金融機関等に対する短期国債の売却残高。同オペの累計額から、売却した短期国債の償還分を控除したもの。
   売却代金ベース。

(9)政府等に対する短期国債ネット売却残高（売却残高－買入残高）。償還分を控除したもの。額面金額ベース。

(10)外国中央銀行等に対する短期国債の売現先残高。額面金額ベース。

(11)金融機関等に対する国債の買現先残高。買入代金ベース。2002/10月以前は、長期国債の買現先残高であり、前後で計数は
    不連続。

(12)金融機関等に対する国債の売現先残高。売却代金ベース。

(13)金融機関等に対する共通担保資金供給オペレーション（適格担保を根担保として、貸付利率を入札に付して行う公開市場
    操作としての貸付け）の残高。

(14)金融機関等に対するコマーシャル・ペーパー、短期社債、保証付短期外債および資産担保短期債券の買現先残高。額面金額
　　ベース。

(15)金融機関等に対する手形の売出残高。額面金額ベース。

(16)日本銀行法第33条に基づく貸付残高および手形の割引残高ならびに同法第43条第1項但書に基づく証書貸付債権を担保と
    する貸付残高(1998年12月以降1999年3月以前は企業金融支援のための臨時貸出制度に基づく貸付残高、2001年3月以降は
    補完貸付制度に基づく貸付残高を含む。共通担保資金供給オペレーションの残高は含まない）。

(17)預金保険機構向けの貸付残高に、預貯金保険機構出資金、預金保険機構住専勘定拠出金および新金融安定化基金拠出金の
    残高等を加えた額。

(18)預金保険法第42条、同法附則第20条、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第65条および金融機能の早期健全化
    のための緊急措置に関する法律第16条に基づく預金保険機構向けの貸付残高。

(19)金融機関等に対する国債の補完供給残高。売却代金ベース。

(20)金融機関の保有する株式の買入等を行うための金銭の信託の残高。株式の評価は、移動平均法による原価法（ただし期末
    時点で減損処理により評価替えを行う）による。

(21)当座預金、国内指定預金、その他政府預金の残高。

(22)「その他」に含まれる主要な項目としては、金地金、外国為替、日本銀行が保有する土地・建物・動産、貨幣流通高、
    引当金勘定、資本金、準備金、代理店勘定、外国為替資金特別会計からの外貨債券の売戻条件付買入等がある。

(23)準備預金制度に関する法律の適用を受ける金融機関と日本郵政公社が日本銀行に預け入れている預け金の残高。

＊3月、9月計数は決算処理の都合により、翌月上旬時点では速報計数を掲載。確報計数はそれぞれ6月、12月上旬に公表。



②フロー表     （月中増加・減少額 <->、億円）

06/10月 11 12 07/1 2 3

長 期 国 債 * 3,414 1,216 -25,992 2,672 1,391 -26,806

買　入 (1) 11,780 11,924 12,217 12,172 12,240 12,026

その他 (2) 0 0 0 0 0 0

償還等(-) (3) -8,366 -10,708 -38,209 -9,500 -10,849 -38,832

対政府　長期国債売現先(-) (4) -8,216 -12,688 86,793 -54,054 -9,894 79,530

短 期 国 債 * 3,681 -8,815 24,470 -32,858 -6,927 21,021

引　受 (5) 12,523 8,890 34,659 5,500 7,182 31,961

買　入 (6) 15,837 19,876 15,916 11,921 15,963 19,752

売　却(-) (7) 0 0 0 0 0 0

対政府ネット売却(-)(8) 0 -11,703 0 -20,000 0 0

償還等(-) (9) -24,679 -25,878 -26,105 -30,279 -30,072 -30,692

対外国中銀等 短期国債売現先(-)(10) -1,188 -1,387 -1,343 325 -518 6,386

国債買現先 (11) -40,027 26,128 -1,869 27,886 9,795 -45,900

国債売現先(-) (12) 0 -6,011 6,011 0 0 0

共通担保資金供給(13) 22,266 17,798 -25,078 -7,085 24,032 -30,026

ＣＰ買現先 (14) -85 -2,950 45 -115 185 0

手形売出(-) (15) 0 -3,960 3,960 0 0 0

貸 出 等 -7,379 0 0 0 990 26,829

33条貸出 (16) -7,379 0 0 0 990 26,829

預金保険機構貸付金等 (17) 0 0 0 0 0 0

預金保険機構貸付金 (18) 0 0 0 0 0 0

国債補完供給(-) (19) 0 0 0 0 0 0

金銭の信託（信託財産株式）(20) ** -1,179 -324 -1,107 0 -432 -458

政府預金(-) (21) 1,546 -942 -2,056 -8,877 7,498 -12,542

そ の 他 (22) ** -1,252 1,115 -803 -413 906 257

マネタリーベース -28,419 9,180 63,031 -72,519 27,026 18,291

日本銀行券発行高 3,081 1,096 52,801 -45,926 4,187 2,313

貨幣流通高 67 209 357 -102 -219 -89

日銀当座預金 -31,567 7,875 9,873 -26,491 23,058 16,067

(参考）日本郵政公社を除く日銀当座預金 -39,716 6,755 -4,385 -6,892 22,183 17,610

準備預金等 (23) -18,843 8,318 8,451 -26,678 21,729 16,300

マネタリーベース -28,419 9,180 63,031 -72,519 27,026 18,291



（フロー表　注）

(1)金融機関等からの長期国債（短期国債を除く国債）の買入額。買入代金ベース。いわゆる「国債買切りオペ」をさす。

(2)出資国債の買取・償還額等。額面金額ベース。

(3)長期国債の償還額のほか、評価替えに伴う簿価の変動額、国債整理基金への売却額等を計上。

(4)政府に対する長期国債の売現先額。売却価額ベース。

(5)政府短期証券の引受額および割引短期国債による長期国債・割引短期国債の借換引受額。額面金額ベース。

(6)金融機関等からの短期国債の買入額。買入代金ベース。

(7)金融機関等に対する短期国債の売却額。売却代金ベース。

(8)政府等に対する短期国債ネット売却額（売却額－買入額）。額面金額ベース。

(9)短期国債の償還額のほか、評価替えに伴う簿価の変動額、簿価と売却価額の差等を計上。

(10)外国中央銀行等に対する短期国債の売現先額。額面金額ベース。

(11)金融機関等に対する国債の買現先額。買入代金ベース。2002/10月以前は、長期国債の買現先額であり、前後では計数は
    不連続。

(12)金融機関等に対する国債の売現先額。売却代金ベース。

(13)金融機関等に対する共通担保資金供給オペレーション（適格担保を根担保として、貸付利率を入札に付して行う公開市場
    操作としての貸付け）の残高の増減。

(14)金融機関等に対するコマーシャル・ペーパー、短期社債、保証付短期外債および資産担保短期債券の買現先額。額面金額
　　ベース。

(15)金融機関等に対する手形の売出額。額面金額ベース。

(16)日本銀行法第33条に基づく貸付残高および手形の割引残高ならびに同法第43条第1項但書に基づく証書貸付債権を担保と
    する貸付残高(1998年12月以降1999年4月以前は企業金融支援のための臨時貸出制度に基づく貸付残高、2001年3月以降は
    補完貸付制度に基づく貸付残高を含む。共通担保資金供給オペレーションの残高は含まない）。

(17)預金保険機構向けの貸付額に、預貯金保険機構出資金、預金保険機構住専勘定拠出金および新金融安定化基金拠出金の
    増減等を加えた額。

(18)預金保険法第42条、同法附則第20条、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第65条および金融機能の早期健全化の
    ための緊急措置に関する法律第16条に基づく預金保険機構向けの貸付額。

(19)金融機関等に対する国債の補完供給額。売却代金ベース。

(20)金融機関の保有する株式の買入等を行うための金銭の信託の残高の増減。株式の評価替えに伴う簿価の変動額等を含む。

(21)当座預金、国内指定預金、その他政府預金の増減。

(22)「その他」に含まれる主要な項目としては、金地金、外国為替、日本銀行が保有する土地・建物・動産、貨幣流通高、引当金
    勘定、資本金、準備金、代理店勘定、外国為替資金特別会計からの外貨債券の売戻条件付買入等がある。

(23)準備預金制度に関する法律の適用を受ける金融機関と日本郵政公社が日本銀行に預け入れている預け金の増減。

 ＊ 長期国債、短期国債については、2001/4月に現先取引の会計処理の変更があったため、それ以前の計数とは不連続となる。

＊＊3月、4月、9月および10月計数は決算処理の都合により、翌月上旬時点では速報計数を掲載。確報計数はそれぞれ6月、12月
   上旬に公表。


